




Effects of the Industrial Restriction System on Regional Industrial  
 Accumulation ― Suggestions to City planning and Industrial 
policies by Local government ― 










【Abstract】　National Capital Region Development Act aimed to prevent the overcrowding of the 
capital by dispersing industries from existing urban areas to urban development areas. The industri-
al restriction system based on “Industry Restriction Act” was also established with the same aim. 
　In “Jonan area of Tokyo”, which became a restricted area, a large number of factories were relocat-
ed due to difficulties in plant operation. The area where actually factories were accumulated was a 
suburban agricultural area in the northern part of Yokohama City.
　Why did industrial accumulation form in unintended areas? Analyze the effects of the Industrial 
Restriction System on factory relocation. And examine the importance of coordinating industrial pol-
icies with City planning related to factory location.
【Keywords】　National Capital Region Development Act, “Industry Restriction Act”, factory reloca-
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（ 7）1972（昭和47）年、工業の再配置を促進することなどを目的に ｢工業再配置促進法｣ が制定され、
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5,000～3,000坪 2（ １.2%） 25（１0.8%） 8,１52（１9.8%）
3,000～１,000坪 4（ 2.4%） 25（１0.8%） 6,350（１5.6%）
１,000～500坪 6（ 3.6%） １5（ 6.5%） 3,766（ 9.3%）
500坪未満 １１（ 6.6%） １8（ 7.8%） 2,752（ 6.7%）
小計 23（１3.8%） 83（35.9%） 20,920（5１.4%）
建売住宅 2（ １.2%） 28（１2.１%） 8,60１（2１.１%）
道路 2（ １.2%） 49（2１.2%） １,534（ 3.8%）
個人的
購入
自営業 １6（ 9.6%） １6（ 7.0%） １,476（ 3.6%）
住宅 １24（74.2%） 55（23.8%） 8,１67（20.１%）
合　計 １67（‌１00%） 23１（‌１00%） 40,698（‌１00%）
出所：神奈川県「神奈川県内陸部への工場進出にともなう諸影響」（1963年 1 月）




















表 4　横浜・川崎 6事業所の「 １次メーカー」「 2次メーカー」の所在地（構成比％）
東京都
神奈川県 その他 総計







資材・副資材 4１.5 １7.9 １8.9 78.3  4.7 １7.0 １00%
完成部品 １8.4 38.2  9.2 65.8 １7.１ １7.１ １00%
部品  5.3 33.2 １4.7 53.2 37.6  9.2 １00%
鋳鍛造品  7.5 20.8 １8.9 47.2 24.5 28.3 １00%
その他  9.6 22.9 １0.9 43.4 49.4  7.2 １00%
総　計 １4.１ 29.4 １5.１ 58.6 28.0 １3.4 １00%
東京都
神奈川県 その他 総計







資材・副資材 １7.2 30.0 28.5 75.7 １0.0 １4.3 １00%
完成部品 １5.5 39.2 26.3 8１.0  9.5  9.5 １00%
部品  4.5 40.6 23.7 68.8 2１.6  9.6 １00%
鋳鍛造品  3.0 33.4 １6.7 53.１ 23.2 23.7 １00%
その他  5.6 47.5 １8.4 7１.5 １9.8  8.7 １00%
総　計  7.6 39.3 23.１ 70.0 １8.5 １１.5 １00%
出所：大河内一男編著『京浜工業地帯の産業構造』第 2章第29表・第30表を加工
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（ 4）工場誘致政策から産業基盤整備へ
1960年 4 月、「横浜市工場誘致条例（11）」が制定された。一定要件の工場が、道路、水道、下水
道または排水路等の整備工事を施行した場合、横浜市が整備工事の一部を負担するというもの
だった。
しかし、 4年後の1964年に条例は廃止されてしまう。「奨励措置を講じなくても、工場は適地
を求めて進出している状況であった。したがって、誘致よりも道路下水など公共施設を整備して
立地条件をよくするほうが重要になってきた」（横浜市「横浜市史第 2巻」）のである。
都市計画が不在の近郊農地に、道路、工業用水、上下水道、学校、住宅をはじめとした産業基
盤を整備することにより、結果として工場誘致を図るという政策への転換が行なわれた。大規模
な宅地開発によるスプロール化が既に進んでいたから、産業基盤整備は、宅地開発の面からも必
要性が高まっていた。
後追い計画とはなったが、北部第一下水処理場の決定（1964年）、第 3京浜道路開通（1965
年）、宅地開発指導要綱制定（1968年）、市街化区域・市街化調整区域の決定（1970年）、港北
ニュータウン事業着工（1974年）が計画された。
（ 5）地域工業集積が形成された理由
用途地域指定や、幹線道路・下水道など基盤整備の都市計画が不十分だったにもかかわらず、
1970年代～80年代と工場移転が止むことがなかったのは、土地利用条件や産業基盤条件、親工
場・下請工場との取引ネットワークが維持できるという立地条件が、廉価で安心できる操業環境
を提供したからである。
加えて、後追いでも基盤整備がされたこと、横浜市域に工業等制限区域が指定・拡大され、既
成市街地から内陸部への移転が生ずる状況になったことも挙げられる。その趨勢は、本来、工場
が立地できない市街化調整区域にも、農家の貸工場が建築され、集積地域を生み出すことになっ
てしまった（12）。
このようにみてくると、新羽・新吉田地区に地域工業集積が形成された理由は、城南地域に失
われてしまった工場用地としての将来性が存在したからだといえよう。経済合理性に基づき、工
場立地として最適な選択をしたのだと総括することができよう。
5 ．工業等制限法に対する評価
（1）工業制限諸制度の問題点
制限緩和へと踏み出す前年に当たる1982年 2 月、神奈川県工業制限諸制度研究協議会は、「工
業制限諸制度の問題とその改善策に関する報告」をまとめ、見直し要望を行なった。報告では、
「国の政策としての工業の地方分散」と ｢工業の再配置政策をめぐる状況の変化｣ を評価し、「工
業制限諸制度の地域にあたえる影響」を整理している。1972年12月の第三次改正による制限強化
（11）横浜市の「産業に寄与すると認める工場を、新たに本市内に設置して事業を営む者で」、投下固定
資産が 1億円以上、使用従業員が300人以上のもの。
（12）港北区新吉田町御霊地区は、市街化調整区域のメリットを生かし、農家が安価に工場を貸し出し、
市街化調整区域にもかかわらず、約20haの区域に約200事業所が集積立地するという状況となった。
工業等制限法が地域工業集積に与えた影響 131研究ノート
の影響が及び、京浜地区工業の活力低下が目に余るようになってきたのである。
そのポイントを以下に要約する。
①　現に立地をし、将来も現在地での立地を希望する企業が、経営環境の変化に対応できるよう
見直すべき。
②　技術立国たる我が国の試作開発機能の最大集積地帯である京浜工業地帯の存立基盤がやがて
崩壊してしまう。
③　新たな住工混在の弊害を生ずる等、都市環境悪化をきたす場合が多く、立法目的に離反する
事態も顕在化している。
④　工業の地方分散政策は、工業の存立する基礎的条件となる社会資本の整備等により誘導され
るべきであり、法規制による移転促進策は再検討が必要である。
⑤　工業等制限法が大都市問題解決に必ずしも繫がらないのみならず、立法以後における社会資
本の整備状況等社会経済情勢が変化を遂げていることを踏まえ、立法の意義を再検討すべ
き。
多様な問題が指摘されているが、要するに、大都市圏の産業活力の低下が著しかったことであ
る。しかし、産業空洞化への対応は産業政策に求められていたのであって、国は、地方圏への配
慮から工業地方分散の都市計画を転換することができなかった。首都圏でも北関東など外周部の
自治体は、工業等制限法の堅持を求めていた。
結局、「地域産業集積活性化法」の制定が、地方分散政策を終了させる画期となった。地域産
業集積活性化法に基づいて、活性化施策の対象に大都市圏を地域指定しながら、他方で工業等制
限法により制限をかけ続けるという矛盾が生じたからである。
（ 2）本稿のまとめ
新羽・新吉田地域に集積した工場にとって、農業地域の色彩を帯びていた1980年代までは、立
地環境に大きな不安はなかっただろう。しかし、1990年代に入って宅地化の波が押し寄せ、市営
地下鉄駅近隣の地域を中心に、住工混在の地域へと変貌してしまう。残存農地、駐車場、工場跡
地が集合住宅・戸建住宅に変わり、工場と住民とのトラブル発生の原因となった。
工業等制限法は、住工混在などの都市問題の解消を目的にした都市計画として、「東京都区部
等の既成市街地への産業及び人口の過度の集中を防止する」ため工業分散の役割を果たしたこと
は、確かである。
既成市街地の城南地域は、確かに大規模工場が存在しない、数多の中小零細工場が残存・集積
する「住工調和」の地域へと変貌した。一方、近郊地帯の新羽・新吉田地区は、良好な立地環境
を求めて経済合理性に基づいて工場が移転・集積したはずだったが、再び同じ都市問題に直面し
ているのである。
工場立地に適合した都市計画の必要性、すなわち、工場立地誘導に表される経済合理性を反映
した産業政策と、土地利用規制などの都市計画とを総合化することの重要性を示しているのでは
ないか。
その意味で、工業等制限法がねらいとした首都圏整備計画に基づく工業の再配置、そして近郊
地帯の外周部の市街地開発区域（工業衛星都市）に地域工業集積を形成するという構想は、ねら
い通りに実現されたとはいえないだろう。
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都市計画権限の地方への移譲が進む現在、地方自治体は、地域づくりという視点に立ち、土地
利用計画と産業政策の融合を図った立地誘導政策を立案することを期待したいと思う。
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